大阪府教育行政基本条例の改正（概要）

教育委員会事務局教育総務企画課
■改正の理由
地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）の一部が改正されることに伴い、所要の改正を行う。
■改正の内容
(1)第２条中「第23条及び第24条」を「第21条及び第22条」に改める。
　(2)・第６条第２項中「地方教育行政法第27条」を「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号）（以下「改正法」という。）附則第２条第２項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法による改正前の地方教育行政法第27条」に改め、さらに「地方教育行政法第26条」に改める。
　　・第７条第２項中「地方教育行政法第７条第１項」を「改正法附則第２条第２項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法による改正前の地方教育行政法第７条第１項」に改め、さらに「地方教育行政法第７条第１項」に改める。

　(3)第６条第３項中及び第７条第２項中「教育委員」を「委員会の教育長及び委員」に改める。
■施行期日
　(1)平成27年４月１日
（理由）地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号。以下「改正法」という。）の施行日（平成27年４月１日）に合わせるため。

　(2)平成27年４月１日及び規則で定める日
　　（理由）地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号。以下「改正法」という。）の施行日（平成27年４月１日）に合わせるため。改正法の経過措置として、附則第２条第１項に規定に基づき、現行法の下で任命された教育長は、委員としての任期が満了（辞職、罷免等により欠けた場合を含む）する日までの間は、在職することとなっているため。
　(3)規則で定める日

　　（理由）改正法の経過措置として、附則第２条第１項に規定に基づき、現行法の下で任命された教育長は、委員としての任期が満了（辞職、罷免等により欠けた場合を含む）する日までの間は、在職することとなっているため。
■政策アセスメント・制度間調整
　なし
